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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第62期中 第63期中 第64期中 第62期 第63期

会計期間

自　令和２年
７月１日

至　令和２年
12月31日

自　令和３年
７月１日

至　令和３年
12月31日

自　令和４年
７月１日

至　令和４年
12月31日

自　令和２年
７月１日

至　令和３年
６月30日

自　令和３年
７月１日

至　令和４年
６月30日

売上高 （千円） 286,643 283,853 286,245 573,153 567,106

経常利益 （千円） 166,686 163,969 161,495 283,052 266,742

中間（当期）純利益 （千円） 112,445 122,472 113,424 187,354 194,276

持分法を適用した場合の投資

利益（△損失）
（千円） △11,818 △13,568 △12,686 △2,933 △10,923

資本金 （千円） 457,500 457,500 457,500 457,500 457,500

発行済株式総数 （千株） 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500

純資産額 （千円） 2,306,772 2,428,861 2,539,344 2,381,494 2,500,645

総資産額 （千円） 3,306,544 3,918,244 4,209,173 3,787,677 4,188,372

１株当たり純資産額 （円） 1,537.85 1,619.24 1,692.90 1,587.66 1,667.10

１株当たり中間（当期）純利

益
（円） 74.96 81.65 75.62 124.90 129.52

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益
（円） － － － － －

１株当たり配当額 （円） － － － 50.00 50.00

自己資本比率 （％） 69.76 61.99 60.33 62.87 59.70

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 124,838 110,450 190,078 276,698 232,564

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 21,046 △421,105 701 △137,664 △635,738

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △145,641 323,979 △74,655 △39,300 525,839

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高
（千円） 263,724 376,538 602,004 363,215 485,879

従業員数 （人） 6 6 6 6 6

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないために記載しておりませ

ん。
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２【事業の内容】

　当社は、不動産賃貸業を主事業としております。当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

令和４年12月31日現在
 

従業員数（人） 6

合　　計 6

（注）　当社の事業は単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 

(2）労働組合の状況

　現在労働組合は組織されておりません。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

（１）経営方針・経営戦略等及び経営上の目標達成状況を判断するための客観的な指標等

当中間会計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等若しくは経営上の目標の達成状況を判断す

るための客観的な指標等に重要な変更はありません。

また、新たに定めた経営方針・経営戦略等若しくは指標等はありません。

 

（２）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間会計期間において、当社の優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はありませ

ん。

　また、新たに生じた優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題はありません。

 

 

２【事業等のリスク】

当中間会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績等の概要

　　　　文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日の現在において判断したものであります。

①業績等の状況

　　　　　当中間会計期間の国内経済は、新型コロナウイルス感染症における行動制限の緩和等により社会経済活動に持

ち直しが見られましたが、一方ではウクライナ情勢などによる資源価格の高騰や急速な円安の進行による物価上

昇など、先行き不透明な状況が続いているとマスコミ等で報道されています。

　　　　　県内経済においては、観光関連産業では行動制限措置がなく人流が回復したこと及び全国旅行支援の実施など

により、入域観光客数が前年を上回り、徐々に持ち直しの動きがみられました。個人消費においては外出機会が

増えたことで、持ち直しの動きが見られました。一方物価高騰が、消費行動の一部に買い控えの影響を与えるな

ど先行きは依然として厳しい状況が予測されています。

　　　　　当社におきましては、平成27年に取得した西原町役場跡地の開発計画を進め西原シティと連携・補完し合う一

体的なショッピング街として整備し、西原町のまちづくりやまちの活性化に寄与すべく、まちの中心核に位置す

るショッピングセンターの新築及び増築に関する関係機関との調整を継続致しました。

　　　　　令和4年3月送水管移設工事に伴う道路移設工事の完了後、当該道路は西原町へ譲渡し、令和4年7月小橋川6号

線として供用が開始されました。当該道路は周辺地域の道路及び西原町役場跡地の開発計画の主要なアクセス道

路として機能が期待されています。

　　　　　当期は引き続き建築確認申請手続きに向けて関係機関と調整を継続致しました。調整に時間を要し、手続きが

遅れていますが、業務は着実に進行しております。並行して、テレビ電波障害調査の実施、土壌汚染対策法に基

づく事前調査並びに、本体工事の準備工事として県道38号線沿いの各種電柱の仮移設等を実施致しました。

　　　　　当中間会計期間の売上高は前年同期に比較して2,392千円増の286,245千円となりました。売上原価については

西原シティの特定建物定期調査結果に基づく修繕及び泡消火設備などの修繕を実施し、62,531千円を計上しまし

た。その結果、当中間純利益は前期より9,048千円減の113,424千円（前年同期比7.4%減）となりました。

　　　　　なお、当社の事業は単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。
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②キャッシュ・フローの状況

　当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前中間会計期間末に比べ

225,466千円増加し、当中間会計期間末は602,004千円となりました。

　当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により得られた資金は、190,078千円(前年同期に得られた資金は110,450千円)となりました。これは主

として、税引前中間純利益162,302千円、減価償却費46,438千円、未収消費税45,403千円により得られた資金であ

ります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により得られた資金は、701千円(前年同期に使用した資金は421,105千円)となりました。これは主とし

て、有形固定資産の売却により得られた資金であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により使用した資金は、74,655千円(前年同期に得られた資金は323,979千円)となりました。これは主

として、株主配当金支払に使用した資金であります。

 

③生産、受注及び販売の実績

　a.生産実績

　該当事項はありません。

 

　b.商品仕入実績

　重要な仕入実績は有りません。

 

　c.受注実績

　該当事項はありません。

 

　d.販売実績

　当中間会計期間の販売実績を事業別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％）

不動産賃貸事業 286,245 100.84

計 286,245 100.84

（注）前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次

のとおりであります。

相手先
前中間会計期間 当中間会計期間

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

株式会社サンエー 263,802 92.94 263,802 92.16
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（２）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　　　文中の将来に関する事項は、当中間会計期間末現在において判断したものであります。

①資産・負債・純資産の分析

当中間会計期間末の総資産残高は4,209,173千円（前事業年度末比20,801千円の増加）となりました。

流動資産については、現金及び預金608,004千円(前事業年度末比112,125千円の増加)の計上により610,381千

円（前事業年度末比66,155千円の増加）となりました。

固定資産については、減価償却費の計上があり、3,598,792千円（前事業年度末比45,354千円の減少）となり

ました。

負債については、長期預り金の減少（前事業年度末比21,525千円の減少）により1,669,828千円（前事業年度

末比17,898千円の減少）となりました。

純資産については、利益剰余金の増加により2,539,344千円（前事業年度末比38,699千円の増加）となりまし

た。当中間純利益113,424千円の計上が主な要因であります。

 

②キャッシュ・フローの分析

当中間会計期間末のキャッシュ・フローは、営業活動については、消費税還付に伴う未収消費税等の増加によ

り前年同期に比べ79,629千円増の190,078千円の収入となりました。投資活動については、有形固定資産の売却

により701千円の収入となりました。

この結果、差し引きのフリー・キャッシュ・フローは、前年同期に比べ501,435千円増の190,780千円となりま

した。

財務活動については、株主配当金支払により74,655千円の支出となりました。現金及び現金同等物の当中間会

計期間末残高は前年同期に比べ225,466千円増の602,004千円となりました。

 

③当中間会計期間の経営成績の分析

当中間会計期間における売上高は、286,245千円（前年同期比100.84%）、売上原価は62,531千円（前年同期比

101.14%）、営業利益163,409千円（前年同期比99.44%）、経常利益161,495千円（前年同期比98.49%）、中間純

利益113,424千円（前年同期比92.61%）となりました。その主な要因は、当中間会計期間は前年同期に比べ売上

高は増加しましたが、販売費及び一般管理費の増加、借入利息増による営業外費用の増加、前中間会計期間の特

別利益による利益計上の差異により中間純利益は減少となりました。

当社においては、経営指標の一つとしてＲＯＥ（自己資本利益率）について、8%以上を経営目標としていま

す。当中間会計期間のＲＯＥは前年同期より1.18ポイント減少し9.00%（年度換算）となりました。今後も目標

達成並びに向上できるよう取り組んでまいります。

 

④資本の財源及び資金の流動性

当社の資本の財源及び資金の流動性については、次のとおりである。

当社の運転資金需要のうち主なものは、不動産賃貸原価、販売費及び一般管理費等の営業費用である。投資を目

的とした資金需要は、設備投資等によるものとなっております。

当社は、事業運営上必要な資金の流動性と資金の源泉を安定的に確保することを基本方針としております。短

期運転資金は自己資金及び金融機関からの短期借入を基本としており、設備投資等の調達については、金融機関

からの長期借入を基本としております。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因については、「(1）経営成績等の状況の概要　②キャッシュ・フ

ローの状況」に記載しております。

 

 

４【経営上の重要な契約等】

　当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

５【研究開発活動】

　特記すべき事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　　　当中間会計期間中に実施しました設備投資のうち、主なものは次のとおりです。

資産の種類 用　途 投資額（千円） 確定の時期

建物附属設備 事務室エアコン 1,140 令和4年9月取得

 

 

２【設備の新設、除却等の計画】

当社の設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。

なお、当中間会計期間末現在における重要な設備の新設計画は次のとおりであります。

 

重要な設備の新設

事業所名

（所在地）

セグメントの

名称

設備の

内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定年月

完成後の

増加能力総額

(千円)

既支払額

(千円)
着手 完了

本　社

（西原町）

不動産賃貸

事業
業務施設 4,146,000 868,000

　自己資金及び

　借入金
令和5.10 令和8.9

ショッピングセンター

の新築

（注）許認可事項により建物規模、投資予定金額、着手時期及び完了時期は変動します。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①　【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,500,000

計 1,500,000

 

②　【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）

（令和４年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（令和５年３月28日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 1,500,000 1,500,000 非上場
当社は単元株制度は採

用しておりません。

計 1,500,000 1,500,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①　【ストックオプション制度の内容】

　　　　　　該当事項はありません。

 

②　【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

令和４年７月１日

～

令和４年12月31日

－ 1,500,000 － 457,500 － －
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（５）【大株主の状況】

  令和４年12月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
発行済株式（自己株式を除
く。）の総数に対する所有
株式数の割合（％）

株式会社國場組 沖縄県那覇市久茂地３丁目21番１号 626,309 41.75

日新製糖株式会社 東京都中央区日本橋小網町14番１号 433,600 28.90

DM三井製糖株式会社 東京都中央区日本橋箱崎町36番２号 300,000 20.00

福里重盛 沖縄県中頭郡西原町 19,028 1.26

仲里律子 沖縄県那覇市 16,210 1.08

金秀ホールディングス株

式会社
沖縄県那覇市旭町112番地１ 15,000 1.00

西原町 沖縄県中頭郡西原町字与那城140番地の１ 10,000 0.66

計 － 1,420,147 94.68

 

（６）【議決権の状況】

①　【発行済株式】

令和４年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）
普通株式

1,500,000
1,500,000

権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 1,500,000 － －

総株主の議決権 － 1,500,000 －

（注）　なお、当社は単元株制度を採用しておりません。

 

②　【自己株式等】

令和４年12月31日現在
 

所有者の氏
名又は名称

所有者の住所
自己名義所有株式数

（株）
他人名義所有株式数

（株）
所有株式数の合計

（株）
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】
１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第64期中間会計期間（令和４年７月１日から令和４

年12月31日まで）の中間財務諸表について、公認会計士　田港博和氏による中間監査を受けております。

 

３．中間連結財務諸表について

　当社は、子会社がありませんので中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(令和４年６月30日)
当中間会計期間

(令和４年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 495,879 608,004

前払費用 2,262 1,146

未収消費税等 45,403 -

未収収益 17 3

その他 664 1,228

流動資産合計 544,226 610,381

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※１,※２ 1,569,226 ※１,※２ 1,526,074

構築物（純額） ※１ 21,446 ※１ 20,664

機械及び装置（純額） ※１ 1,373 ※１ 1,242

工具、器具及び備品（純額） ※１ 1,101 ※１ 811

土地 1,193,220 1,193,220

リース資産（純額） ※１ 5,558 ※１ 4,817

建設仮勘定 34,742 37,490

有形固定資産合計 2,826,664 2,784,318

無形固定資産 1,316 1,112

投資その他の資産   

投資有価証券 6,334 6,727

関係会社株式 50,000 50,000

長期前払費用 728,349 725,130

繰延税金資産 24,099 24,133

差入保証金 2,720 2,720

保険積立金 5,243 5,243

その他 20 8

貸倒引当金 △600 △600

投資その他の資産合計 816,166 813,363

固定資産合計 3,644,146 3,598,792

資産合計 4,188,372 4,209,173
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(令和４年６月30日)
当中間会計期間

(令和４年12月31日)

負債の部   

流動負債   

短期借入金 29,700 118,800

リース債務 1,630 1,630

未払消費税等 - 24,779

未払費用 44,193 16,250

未払法人税等 46,061 52,404

預り金 45,481 46,682

賞与引当金 4,190 621

その他 1,894 1,645

流動負債合計 173,149 262,811

固定負債   

長期借入金 680,300 591,200

リース債務 3,260 3,260

長期預り金 ※２ 761,579 ※２ 740,054

退職給付引当金 6,367 6,659

役員退職慰労引当金 63,071 65,845

固定負債合計 1,514,577 1,407,017

負債合計 1,687,726 1,669,828

純資産の部   

株主資本   

資本金 457,500 457,500

利益剰余金   

利益準備金 114,375 114,375

その他利益剰余金   

別途積立金 1,600,000 1,700,000

繰越利益剰余金 327,976 266,400

利益剰余金合計 2,042,351 2,080,775

株主資本合計 2,499,851 2,538,275

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 794 1,070

評価・換算差額等合計 794 1,070

純資産合計 2,500,645 2,539,344

負債純資産合計 4,188,372 4,209,173
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②【中間損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間会計期間

(自　令和３年７月１日
　至　令和３年12月31日)

当中間会計期間
(自　令和４年７月１日
　至　令和４年12月31日)

売上高 283,853 286,245

売上原価 ※２ 61,823 ※２ 62,531

売上総利益 222,030 223,714

販売費及び一般管理費 ※２ 57,702 ※２ 60,305

営業利益 164,328 163,409

営業外収益 1,260 1,290

営業外費用 ※１ 1,620 ※１ 3,204

経常利益 163,969 161,495

特別利益 ※３ 62,148 ※３ 807

特別損失 ※４ 50,951 -

税引前中間純利益 175,165 162,302

法人税、住民税及び事業税 51,411 49,031

法人税等調整額 1,283 △152

法人税等合計 52,693 48,879

中間純利益 122,472 113,424
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　令和３年７月１日　至　令和３年12月31日）

     （単位：千円）

 株主資本

 

資本金

利益剰余金

株主資本合計 
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 457,500 114,375 1,500,000 308,700 1,923,075 2,380,575

当中間期変動額       

剰余金の配当 － － － △75,000 △75,000 △75,000

中間純利益 － － － 122,472 122,472 122,472

別途積立金の積立 － － 100,000 △100,000 － －

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純
額）

－ － － － － －

当中間期変動額合計 － － 100,000 △52,528 47,472 47,472

当中間期末残高 457,500 114,375 1,600,000 256,172 1,970,547 2,428,047

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

当期首残高 919 919 2,381,494

当中間期変動額    

剰余金の配当 － － △75,000

中間純利益 － － 122,472

別途積立金の積立 － － －

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純
額）

△105 △105 △105

当中間期変動額合計 △105 △105 47,367

当中間期末残高 814 814 2,428,861
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当中間会計期間（自　令和４年７月１日　至　令和４年12月31日）

     （単位：千円）

 株主資本

 

資本金

利益剰余金

株主資本合計 
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 457,500 114,375 1,600,000 327,976 2,042,351 2,499,851

当中間期変動額       

剰余金の配当 － － － △75,000 △75,000 △75,000

中間純利益 － － － 113,424 113,424 113,424

別途積立金の積立 － － 100,000 △100,000 － －

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純
額）

－ － － － － －

当中間期変動額合計 － － 100,000 △61,576 38,424 38,424

当中間期末残高 457,500 114,375 1,700,000 266,400 2,080,775 2,538,275

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

当期首残高 794 794 2,500,645

当中間期変動額    

剰余金の配当 － － △75,000

中間純利益 － － 113,424

別途積立金の積立 － － －

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純
額）

276 276 276

当中間期変動額合計 276 276 38,699

当中間期末残高 1,070 1,070 2,539,344

 

EDINET提出書類

新中糖産業株式会社(E00362)

半期報告書

15/32



④【中間キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間会計期間

(自　令和３年７月１日
　至　令和３年12月31日)

当中間会計期間
(自　令和４年７月１日
　至　令和４年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純利益 175,165 162,302

減価償却費 47,906 46,438

長期前払費用償却額 20 3,437

前受金の増減額（△は減少） △88 △88

前払費用の増減額（△は増加） △1,389 1,116

賞与引当金の増減額（△は減少） △3,465 △3,568

退職給付引当金の増減額（△は減少） 556 291

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △993 2,774

受取利息及び受取配当金 △59 △57

有形固定資産売却損益（△は益） △62,148 －

固定資産圧縮損 50,951 －

未収消費税等の増減額（△は増加） － 45,404

支払利息 1,620 3,204

その他の流動資産の増減額（△は増加） 1,822 △564

未払費用の増減額（△は減少） △25,534 △27,943

その他の流動負債の増減額（△は減少） 2,440 24,595

その他の固定負債の増減額（△は減少） △28,725 △19,895

その他 △259 △1,350

小計 157,820 236,096

利息及び配当金の受取額 67 71

利息の支払額 △2,290 △3,156

法人税等の支払額 △45,147 △42,932

営業活動によるキャッシュ・フロー 110,450 190,078
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  （単位：千円）

 
前中間会計期間

(自　令和３年７月１日
　至　令和３年12月31日)

当中間会計期間
(自　令和４年７月１日
　至　令和４年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の売却による収入 － 807

有形固定資産の取得による支出 △425,105 △3,887

定期預金の払戻による収入 176,000 176,000

定期預金の預入による支出 △172,000 △172,000

長期前払費用の取得による支出 － △219

投資活動によるキャッシュ・フロー △421,105 701

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 398,640 －

配当金の支払額 △74,661 △74,655

財務活動によるキャッシュ・フロー 323,979 △74,655

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 13,323 116,125

現金及び現金同等物の期首残高 363,215 485,879

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 376,538 ※ 602,004
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）棚卸資産

商品

総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）

(2）有価証券

関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法。但し、平成10年度の税制改正に伴い、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除

く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しておりま

す。

主な耐用年数

建物　10～50年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。

(3）長期前払費用

　定額法。

(4）リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引にかかるリース資産。

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算出する方法を採用しております。

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

　従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当中間会計期間対応分を計上しております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると認められる額を計上しております。

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金支給規程（内規）に基づく当中間会計期間末の

要支給額を計上しております。

４．収益及び費用の計上基準

不動産賃貸事業

不動産賃貸事業については、当社所有の不動産を賃貸しております。当該不動産賃貸による収益は「リ

ース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）等に従い、賃貸借契約期間にわたって計上しており

ます。

５．中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　中間キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手元現金、随時引出可能な預金

及び３ヶ月以内に償還期限の到来する大口定期からなっております。
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（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の影響）

新型コロナウイルス感染症拡大による事業の影響について、前事業年度の有価証券報告書における記載内

容から重要な変更は行っておりません。

 

 

EDINET提出書類

新中糖産業株式会社(E00362)

半期報告書

19/32



（中間貸借対照表関係）

※１．有形固定資産の減価償却累計額

前事業年度
（令和４年６月30日）

当中間会計期間
（令和４年12月31日）

2,858,989千円 2,902,574千円

 

※２．担保資産及び担保付債務

　有形固定資産のうち下記の物は担保に供しております。

 
前事業年度

（令和４年６月30日）
当中間会計期間

（令和４年12月31日）

建物 1,550,856千円 1,507,368千円

 

　担保提供資産に対応する借入額及び預り金は下記のとおりであります。

 
前事業年度

（令和４年６月30日）
当中間会計期間

（令和４年12月31日）

長期預り金 742,613千円 721,088千円

   

 

 

（中間損益計算書関係）

※１．営業外費用の主要項目

 
前中間会計期間

（自　令和３年７月１日
至　令和３年12月31日）

当中間会計期間
（自　令和４年７月１日
至　令和４年12月31日）

支払利息及び割引料 1,620千円 3,204千円

 

 

※２．減価償却実施額

 
前中間会計期間

（自　令和３年７月１日
至　令和３年12月31日）

当中間会計期間
（自　令和４年７月１日
至　令和４年12月31日）

有形固定資産 47,702千円 46,234千円

無形固定資産 204 204

合計 47,906 46,438

 

 

※３．特別利益の主要項目

 
前中間会計期間

（自　令和３年７月１日
至　令和３年12月31日）

当中間会計期間
（自　令和４年７月１日
至　令和４年12月31日）

有形固定資産売却益

土地交換差益

－千円

62,148千円

807千円

－千円

 

 

※４．特別損失の主要項目

 
前中間会計期間

（自　令和３年７月１日
至　令和３年12月31日）

当中間会計期間
（自　令和４年７月１日
至　令和４年12月31日）

固定資産圧縮損 50,951千円 －千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　令和３年７月１日　至　令和３年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式数

（株）
当中間会計期間増加株
式数（株）

当中間会計期間減少株
式数（株）

当中間会計期間末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 1,500,000 － － 1,500,000

合計 1,500,000 － － 1,500,000

※自己株式はありません。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

令和３年９月16日

定時株主総会
普通株式 75,000千円 50円 令和３年６月30日 令和３年９月17日

 

当中間会計期間（自　令和４年７月１日　至　令和４年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式数

（株）
当中間会計期間増加株
式数（株）

当中間会計期間減少株
式数（株）

当中間会計期間末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 1,500,000 － － 1,500,000

合計 1,500,000 － － 1,500,000

※自己株式はありません。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

令和４年９月22日

定時株主総会
普通株式 75,000千円 50円 令和４年６月30日 令和４年９月26日
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（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間会計期間

（自　令和３年７月１日
至　令和３年12月31日）

当中間会計期間
（自　令和４年７月１日
至　令和４年12月31日）

現金及び預金 382,539千円 608,004千円

預入期間が３か月を越える定期預金 △6,000 △6,000

現金及び預金同等物 376,538 602,004

 

（リース取引関係）

　ファイナンス・リース取引

　　有権移転外ファイナンス・リース取引

　　①リース資産の内容

　　　　有形固定資産

　　　　 　サーバー及び会計ソフト(工具、器具及び備品)であります。

　　②リース資産の減価償却の方法

　　　　重要な会計方針「2.固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。
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（金融商品関係）

１．金融商品の時価等に関する事項

　　　　   中間貸借対照表計上額（貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

　　　　　　前事業年度　（令和４年６月30日）

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）有価証券及び投資有価証券 6,334 6,334 －

資産計 6,334 6,334 －

(2）長期借入金

　　(１年以内返済予定の長期借入金含む)
710,000 710,000 －

(3）長期預り金

　　(１年以内返済予定の長期預り金含む)
804,628 791,822 △12,806

負債計 1,514,628 1,501,822 △12,806

　当中間会計期間　（令和４年12月31日）

 
中間貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）有価証券及び投資有価証券 6,727 6,727 －

資産計 6,727 6,727 －

(2）長期借入金

　　(１年以内返済予定の長期借入金含む)
710,000 704,743 △5,257

(3）長期預り金

　　(１年以内返済予定の長期預り金含む)
776,752 753,292 △23,460

負債計 1,486,752 1,458,035 △28,717

　(注１)「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」、「未払金」、「未払法人税等」、「短期借入金」については現

　　　　　金であること、若しくは短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであるから、「リース債務」

　　　　　については、金額的に重要性がないことから記載を省略しております。

　(注２)「長期借入金」、「長期預り金」については元利金の合計額を同様の新規借入等を行った場合に想定される利率

　　　　　で割り引いた現在価値により算定しております。

　(注３) 市場性のない株式等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

区分
前事業年度

（令和４年６月30日）

当中間会計期間

（令和４年12月31日）

　関連会社株式 50,000 50,000

　（注）関連会社株式は非上場株式のため、企業会計基準適用指針第19号「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」

　　　　（2020年３月31日　企業会計基準委員会）第５項に従い、時価開示の対象としておりません。市場価格がないた

　　　　め上表に含めておりません。

 

金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察の可能性および重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類し

ております。

　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対

象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るイン

プットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベ

ルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 

(1）時価で中間貸借対照表に計上している金融商品

前事業年度（令和４年６月30日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

その他有価証券     

株式 6,334 － － 6,334

資産計 6,334 － － 6,334

 

当中間会計期間（令和４年12月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

その他有価証券     

株式 6,727 － － 6,727

資産計 6,727 － － 6,727

 
(2）時価で中間貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前事業年度（令和４年６月30日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金（１年内含む） － 710,000 － 710,000

長期預り金（１年内含む） － 791,822 － 791,822

負債計 － 1,501,822 － 1,501,822

 

当中間会計期間（令和４年12月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金（１年内含む） － 704,743 － 704,743

長期預り金（１年内含む） － 753,292 － 753,292

負債計 － 1,458,035 － 1,458,035

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

　　　資 産

　　　投資有価証券

　　　　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベ

　　　ル１の時価に分類しております。

　　　負 債

　　　長期借入金（１年内含む）

　　　　これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割引いて算定して

　　　おり、レベル２の時価に分類している。
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（有価証券関係）

          １．満期保有目的の債券

                該当事項はありません。

          ２．子会社株式及び関連会社株式

　子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　関連会社株式50,000千円）については、市場価格

がないため記載しておりません。

　　　　  ３．その他有価証券

                前事業年度（令和４年６月30日）

 

 
種　類

貸借対照表計上額

（千円）

取得原価

（千円）

差額（千円）

 

 

貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(１) 株式

(２) 債券

  ① 国債・地方債等

　 ② 社債

　 ③ その他

(３) その他

4,231

 

－

－

－

－

2,451

 

－

－

－

－

1,780

 

－

－

－

－

 小　計 4,231 2,451 1,780

 

貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(１) 株式

(２) 債券

  ① 国債・地方債等

　 ② 社債

　 ③ その他

(３) その他

2,103

 

－

－

－

－

2,750

 

－

－

－

－

△ 647

 

－

－

－

－

小　計 2,103 2,750 △ 647

合　計 6,334 5,201 1,133

 

 

      当中間会計期間（令和４年12月31日）

 

 
種　類

中間貸借対照表計上額

（千円）

取得原価

（千円）

差額（千円）

 

 

中間貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(１) 株式

(２) 債券

  ① 国債・地方債等

　 ② 社債

　 ③ その他

(３) その他

4,455

 

－

－

－

－

2,451

 

－

－

－

－

2,004

 

－

－

－

－

小　計 4,231 2,451 2,004

 

中間貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(１) 株式

(２) 債券

  ① 国債・地方債等

　 ② 社債

　 ③ その他

(３) その他

2,272

 

－

－

－

－

2,750

 

－

－

－

－

△ 478

 

－

－

－

－

小　計 2,272 2,750 △ 478

合　計 6,727 5,201 1,526
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（デリバティブ取引関係）

前事業年度（令和４年６月30日）

　該当事項はありません。

当中間会計期間（令和４年12月31日）

　該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

前中間会計期間（自　令和３年７月１日　至　令和３年12月31日）

　該当事項はありません。

当中間会計期間（自　令和４年７月１日　至　令和４年12月31日）

　該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

 
前事業年度

（令和４年６月30日）
当中間会計期間

（令和４年12月31日）

関連会社に対する投資の金額 50,000千円 50,000千円

持分法を適用した場合の投資の金額 172,131 159,445
 

 
前中間会計期間

（自　令和３年７月１日
至　令和３年12月31日）

当中間会計期間
（自　令和４年７月１日
至　令和４年12月31日）

持分法を適用した場合の投資利益

又は投資損失（△）の金額
△13,568千円 △12,686千円

 

（資産除去債務関係）

前事業年度　（自　令和３年７月１日　至　令和４年６月30日）

　該当事項はありません。

　　　　　当中間会計期間　（自　令和４年７月１日　至　令和４年12月31日）

　　　　　　該当事項はありません。

 

（賃貸等不動産関係）

　　 賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

    前事業年度　（自　令和３年７月１日　至　令和４年６月30日）                              （単位：千円）

貸借対照表計上額  

 期首残高 2,832,134

 期中増減額 △75,051

 期末残高 2,757,083

期末時価 7,830,320

(注)1.重要性のない資産は除いております。

2.貸借対照表計上額について、土地は取得価額及び建物は取得価額から減価償却累計額を控除した金額であり

ます。

3.期中増減額のうち、前事業年度の主な増減は、賃貸用建物（土地付）の減価償却費計上による減少でありま

す。

4.期末の時価は、社外の不動産鑑定士による「不動産鑑定評価書」及び「時点修正による意見書」に基づく金

額であります。

 

当中間会計期間　（自　令和４年７月１日　至　令和４年12月31日）

賃貸等不動産の中間貸借対照表計上額及び中間貸借対照表日における時価に前事業年度の末日に比して著しい変

動が認められないため、記載を省略しております。

 

 

EDINET提出書類

新中糖産業株式会社(E00362)

半期報告書

26/32



（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報については、収益認識に関する会計基準等の対象となる収益に重

要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間会計期間（自　令和３年７月１日　至　令和３年12月31日）

　当社は、本社所在地での不動産賃貸事業がほとんどであるため、中間財務諸表等規則第5条の20第4項によ

り注記を省略しております。

 

Ⅱ　当中間会計期間（自　令和４年７月１日　至　令和４年12月31日）

　当社は、本社所在地での不動産賃貸事業がほとんどであるため、中間財務諸表等規則第5条の20第4項によ

り注記を省略しております。

 

【関連情報】

Ⅰ　前中間会計期間（自　令和３年７月１日　至　令和３年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　当社は、本社所在地での不動産賃貸事業に係る売上高に区分した金額が中間損益計算書の売上高の90％を

超えるため、注記を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

（１）売上高

　外部顧客への売上高は本邦のみであります。

（２）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産以外の有形固定資産はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　　   顧客の名称又は氏名 　売上高（千円） 　関連するセグメント名

 

　　　　株式会社サンエー

 

263,802

 

　　　　　　不動産賃貸事業

 

Ⅱ　当中間会計期間（自　令和４年７月１日　至　令和４年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　当社は、本社所在地での不動産賃貸事業に係る売上高に区分した金額が中間損益計算書の売上高の90％を

超えるため、注記を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

（１）売上高

　外部顧客への売上高は本邦のみであります。

（２）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産以外の有形固定資産はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　　   顧客の名称又は氏名 　売上高（千円） 　関連するセグメント名

 

　　　　株式会社サンエー

 

263,802

 

　　　　　　不動産賃貸事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前中間会計期間（自　令和３年７月１日　至　令和３年12月31日）

　該当事項はありません。

当中間会計期間（自　令和４年７月１日　至　令和４年12月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前中間会計期間（自　令和３年７月１日　至　令和３年12月31日）

　該当事項はありません。

当中間会計期間（自　令和４年７月１日　至　令和４年12月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前中間会計期間（自　令和３年７月１日　至　令和３年12月31日）

　該当事項はありません。

当中間会計期間（自　令和４年７月１日　至　令和４年12月31日）

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

　　　 １株当たり純資産額及び算定上の基礎は、下記のとおりであります。

 
前事業年度

（令和４年６月30日）
当中間会計期間

（令和４年12月31日）

１株当たり純資産額 1,667.10円 1,692.90円

（算定上の基礎）   

純資産の部の合計額（千円） 2,500,645 2,539,344

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － －

普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額

（千円）
2,500,645 2,539,344

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末

（期末）の普通株式の数（株）
1,500,000 1,500,000

 

　　　 １株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、下記のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　令和３年７月１日
至　令和３年12月31日）

当中間会計期間
（自　令和４年７月１日
至　令和４年12月31日）

  １株当たり中間純利益 81.65円 75.62円

（算定上の基礎）   

中間純利益金額（千円） 122,472 113,424

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る中間純利益金額（千円） 122,472 113,424

普通株式の期中平均株式数（株） 1,500,000 1,500,000

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1）有価証券報告書およびその添付書類

事業年度（第63期）（自　令和３年７月１日　至　令和４年６月30日）

令和４年９月28日沖縄総合事務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

 

令和５年３月27日

新中糖産業株式会社

取締役会　御中

 

田港博和公認会計士事務所

　沖縄県糸満市
 

 公認会計士 田港博和

 

中間監査意見

私は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている新中

糖産業株式会社の令和４年７月１日から令和５年６月30日までの第64期事業年度の中間会計期間（令和４年７月１日から

令和４年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算

書、中間キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

私は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、新中

糖産業株式会社の令和４年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（令和４年７月１日から令

和４年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

中間監査意見の根拠

私は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準にお

ける私の責任は、「中間財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。私は、我が国における職業倫理に関す

る規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。私は、中間監査

の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間財務諸表に対する経営者及び監査役の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な

情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者

の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監査報告書において独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集

計すると、中間財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を通じて、職業的専

門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対

応する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、中間監査の

意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手続の一

部が省略され、監査人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づいて、

分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。

・ 中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に

関連する内部統制を検討する。

 

EDINET提出書類

新中糖産業株式会社(E00362)

半期報告書

31/32



・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する

注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、中間監査報告書において中間財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財

務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書日までに入手し

た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間財務諸表が

基礎となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

 

利害関係

　会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

 
（注）

1.　上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途
保管しております。

2.　XBRLデータは中間監査の対象には含まれておりません。
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